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三重県産業廃棄物の適正な処理の推進に関する条例の改正について 
 
 

１ 目的 

「三重県産業廃棄物の適正な処理の推進に関する条例（平成 20 年三重県条例第 41

号）」（以下「条例」という。）について、施行開始後 10 年が経過し、この間に明らか

になった運用上の課題等に対応するため、2020年４月公布を目途に、必要な規定の追

加や改正を行います。 

 

２ 現行条例の主な規定 

現行条例では、制定当時の法律や条例あるいは監視体制の整備だけでは十分に対応

することができない課題を解消するため、以下のような規定を設けています。 

＜主な規定＞ 

第７条 処分を委託する場合の確認等【排出事業者責任の徹底】 

第９～10条 県内搬入に係る届出【県外から搬入される産業廃棄物の安全性の確認】 

第 13～15条 土地の適正管理、問題発生時の借地人等への中止の請求等、改善措置

への協力【土地所有者等の管理責任の明確化】 

第 16条 産業廃棄物を処理する施設の設置に係る配慮等【施設設置に対する住民の

不安感の解消】 

第 18 条/第 19 条 産業廃棄物の処理状況の報告等/行政処分等の公表【処理状況等

の透明性の確保】  
 ＜参考資料＞ 

  資料４、資料５ 

 

３ 主な課題と改正の方向性 

（１）産業廃棄物処理施設を設置する際の地域住民との合意形成手続（第 16条） 

①現状 

現行条例では、産業廃棄物処理施設を設置する際の地域住民との合意形成の在り方

について、「知事は、（中略）その計画段階から地域住民との合意を図りながら進める

ことを基本として、必要な事項を別に定めるものとする」（第 16 条）と規定し、地域

住民の同意取得、関係機関との事前協議等の具体的な手続きを三重県産業廃棄物処理

指導要綱で定めています。 
 

＜三重県産業廃棄物処理指導要綱の主な規定＞ 

第８条  地域住民の同意 

第９条  同意取得手続き 

第 12条 事前協議会（県・市町都市計画担当課、消防署等）  
 ＜参考資料＞ 

  資料６ 
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②運用上の課題 

現行条例では、処理施設設置者に同意取得や事前協議の実施など、義務を課し権利

を制限する規定を条例本則ではなく要綱に委任する形で定め、また、合意形成を図る

ための唯一の方法として同意取得を定めており、地方自治法上の規定に抵触する可能

性が指摘されています。 

また、処理施設設置者が地域住民に事業計画を周知する方法を設置者に委ねており、

地域住民にとって十分な周知がなされていない可能性があります。 

 

③改正の方向性 

・地方自治法上の課題を解消するため、義務を課し権利を制限する規定を要綱に委任

している形及び合意形成を図る方法を見直します。 

・地域住民に事業計画を周知する具体的な方法を規定します。 

 

（２）優良な産業廃棄物処理業者の育成に向けた改正（第７条、第９～10条） 

①現状 

2010年（平成 22年）の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137

号）」（以下「廃棄物処理法」という。）の改正により、通常の許可基準よりも厳しい基

準を満たした優良な産業廃棄物処理業者（優良認定処理業者）を認定する制度が創設

されました。また、同改正により、排出事業者に対し、委託先の処理状況の実地確認

等の努力規定も設けられましたが、優良認定処理業者に委託する場合は、実地確認の

省略を可能とする旨の運用通知が国から発出されています。 

こうした中、現行条例では、排出事業者が産業廃棄物の処分を許可業者に委託する

ときは、１年に１度、委託業者の処理能力を実地に確認し、その状況を記録すること

を義務付けています（第７条）。 

また、県外の排出事業者が県内許可業者に一定量以上の産業廃棄物の処分を委託す

るときは、県への届出を課しています（第９～10条）。 

 

②運用上の課題 

本県では優良認定の有無にかかわらず、条例の規制を一律に適用していますが、産

業廃棄物の適正処理をより一層確保していくうえでは、優良な産業廃棄物処理業者の

育成や、その活用を促進する仕組みが必要です。 

 

③改正の方向性 

・県内処理業者の優良化を促進するため、排出事業者が優良認定処理業者に処分を委

託する場合の実地確認を省略可能とする規定を追加するなど、処理業者の優良認定

取得のためのインセンティブを与える規定を追加します。 
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（３）建設系廃棄物の適正処理に係る配慮義務等（新規、第 13～15条） 

①現状 

  廃棄物処理法の累次の改正や現行条例の制定により、排出事業者責任の徹底、不法

投棄対策の徹底、再生利用の促進等を図ってきたところですが、近年においても不法

投棄等の不適正な処理が発生しています。 

本県における不法投棄の発生件数・発生量は近年、増加傾向にあり、特に建設系廃

棄物の割合が高く、最近５年間では発生件数で約 71％、発生量で約 99％を占めていま

す。 
 
新たに確認された不法投棄事案の推移                 

年 度 
2013年度 

（Ｈ25） 

2014年度 

（Ｈ26） 

2015年度 

（Ｈ27） 

2016年度 

（Ｈ28） 

2017年度 

（Ｈ29） 

発生件数 

（数量（ｔ）） 

14 

(623) 

19 

(493) 

 31 

(6,811) 

41 

(2,290) 

48 

(467) 

 
うち建設系 

廃棄物 

10 

(619) 

13 

(450) 

20 

(6,790) 

27 

(2,272) 

39 

(421) 

 

②運用上の課題 

県内における不適正処理の要因としては、排出事業者や処理業者の法令遵守意識の

欠如のほか、 

・仲介業者、下請業者、孫請業者など重層的な下請構造がある建設工事（解体工事）

における元請業者の排出事業者責任の希薄化 

  ・発注者の適正な廃棄物処理に要する費用負担に対する意識不足 

  ・土地所有者等の不適切な関与（責任の希薄化） 

などが挙げられ、現行の法や条例の規定では十分に対応することができません。 

 

③改正の方向性 

・建設工事（解体工事）における元請業者の排出事業者責任の徹底や発注者の廃棄物

処理に対する意識向上を図るための規定を追加することを検討します。 

・土地所有者等の管理責任のあり方を検討し、現行条例の土地所有者等の責務・義務

規定の強化を検討します。 

 

（４）その他 

現行条例第 19条に基づく行政処分等の公表期間の明確化を検討するほか、関係法令

の改正等に伴う所要の改正を行います。 
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４ スケジュール（案） 

2019年１月        環境審議会へ諮問 

2019年３月～５月   環境審議会産業廃棄物条例部会での検討 

2019年６月      中間案パブリックコメント 

2019年８月      環境審議会産業廃棄物条例部会での最終検討 

2019年 11月     環境審議会（最終案、答申） 

2020年２月       県議会への議案提出 

2020年４月      改正条例の公布 

2020年７月以降    改正条例の施行 



環境保全に関する主な法令と三重県条例等

環境基本法
（1993年）

第４次循環型社会形成
推進基本計画（2018年）

第５次環境基本計画
（2018年）

資源有効利用促進法（1991年）

廃棄物処理法（1970年）

・容器包装リサイクル法（1995年）
・自動車リサイクル法（2002年）
・家電リサイクル法（1998年）
・建設リサイクル法（2000年）
・食品リサイクル法（2000年）
・小型家電リサイクル法（2012年）

地球温暖化対策推進法（1998年）
気候変動適応法（2018年）

自然公園法（1957年）

環境影響評価法（1977年）

自然環境保全法（1972年）

三重県リサイクル製品利用
推進条例（2001年）

三重県廃棄物処理計画
（2016年～2020年）

ごみゼロ社会実現プラン
（2005～2025年）

上乗せ条例（1971年）
（大気汚染防止法）
（水質汚濁防止法）

三重県生活環境の保全に関する条例
（2001年）

三重県産業廃棄物の適正な処理の推進
に関する条例（2008年）

三重県環境影響評価条例（1998年）

三重県自然環境保全条例（2003年）

三重県地球温暖化対策推進条例（2013年）

三重県環境審議会条例（1994年）

ＰＣＢ特別措置法（2001年）

三重県環境基本条例
（1995年）

三重県環境基本計画
（2012年～2021年）

・大気汚染防止法（1968年）
・騒音規制法（1968年）
・水質汚濁防止法（1970年）
・悪臭防止法（1971年）
・振動規制法（1976年）
・土壌汚染対策法（2002年）

三重県立自然公園条例（1958年）

循環型社会形成推進基本法
（2000年）

資料３
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１ 

合意形成のあり方に関する検討の背景及び改正の目的 

 
１．本県における同意制度制定の背景及び経緯について 

現在、本県においては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理

法」という。）に基づく産業廃棄物処理業に用いる産業廃棄物を処理する施設（以

下「処理施設」という。）の設置に当たり、「三重県産業廃棄物の適正な処理の推進

に関する条例」（以下「産廃条例」という。）の委任を受けた「三重県産業廃棄物処

理指導要綱」（以下「指導要綱」という。）により事前手続を定め、処理施設を設置

しようとする者（以下「設置者」という。）に対して地域住民の同意を求めていま

す。 
同意制度については、当時頻発していた処理施設の設置に伴う紛争に対して、地

域住民の不安感・不信感を払拭し紛争の予防を図るとともに、地域の実情に応じた

より良い施設とすることで地域の生活環境を保全することを目的として、昭和６３

年に定めた指導要綱において規定しました。同意制度の導入以降は、処理施設の廃

止に繋がるような地域住民による大きな反対運動は発生していないなど、地域住民

との合意形成を図る方法として一定の効果を挙げてきたと言えます。 
平成１２年４月に施行された地方分権一括法により自治体の条例制定権が拡大

するとともに、併せて地方自治法の一部改正が行われ、改正後の同法第１４条第２

項で「普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の

定めがある場合を除くほか、条例によらなければならない。」とされました。これ

を受け本県では、平成１３年３月に「三重県生活環境の保全に関する条例」（以下

「生環条例」という。）を制定し、同条例第９４条に処理施設の設置に係る配慮規

定「知事は、産業廃棄物を処理する施設の設置について、その計画段階から地域住

民の合意を図ることに努めながら進めることを基本として、必要な事項を別に定め

るものとする。」を定め、本県の環境行政への取組の基本姿勢を示すとともに、必

要な事項については当時の指導要綱を一部改正し本県の告示として運用してきま

した。 
平成２０年１０月には産業廃棄物にかかる新たな諸課題に対応するため産廃条

例を制定しましたが、本県の環境行政の基本姿勢を定めた当該規定は産廃条例にそ

のまま移行させ、同意制度を引き続き運用する規制体系を維持してきました。 
 

２．本県における運用と課題について 

こうした経緯により、本県の同意取得手続は指導要綱の具体的な規定に基づき行

われているものの、産廃条例第１６条を根拠に行政指導ではなく法的義務として同

意を求める運用を行っています。 
上述のとおり、本県の同意取得手続は法的義務として同意を求める運用を行って

いるものの、そもそも条例本則に事前手続の目的・内容・程度を定めていないこと

資料６－１ 



 

  2 
 

は地方自治法第１４条第２項に抵触する可能性を、また、合意形成を図る唯一の手

段として設置者に強度に同意を求めていることは財産権の侵害にあたるとして、地

方自治法第１４条第１項の規定に抵触する可能性があるとの指摘を受けています。 
また、指導要綱では、設置者が地域住民に事業計画を周知する方法を設置者に委

ねており、地域住民にとって十分な周知がなされていない可能性があります。 
加えて、平成２７年４月に施行された改正行政手続法では、法律の要件に適合し

ない行政指導に対して中止等を求める制度が新たに導入されるなど、違法な行政指

導に対する規制が強化されており、本県における合意形成手続の課題を解消し透明

性を向上させる必要があります。 
【課題１】・・・地方自治法上の問題 
【課題２】・・・事業計画の周知 
 

３．改正の方向性及び目的について 

合意形成手続の課題を解消し透明性を向上させるには、合意形成手続の位置づけ

を明確化すること、具体的には合意形成にかかる規定を条例本則に定めることが必

要ですが、本県における課題を踏まえると、指導要綱の合意形成手続を単純に条例

本則に規定したとしても課題の解消には繋がりません。 
こうしたことから、課題を解消し合意形成手続を公明正大な条例本則に基づく行

為に転換するために、次の改正を検討したいと考えています。 
【課題１の解消】 

地方自治法上の課題を解消するため、義務を課し権利を制限する規定を指

導要綱に委任している形及び合意形成を図る方法を見直すこと。 
具体的には、指導要綱に合意形成を図る手段として位置付けていた同意制

度を基本とする“個別的合意形成手続”を整理し、かつ、施設の稼働に伴う

生活環境保全上の支障のおそれに関し設置者と地域住民がコミュニケーショ

ンを図りながら相互理解を促進する手続きである“集団的合意形成手続”に

ついて合意形成を図る方法として新たに定め、これらの規定を条例本則に規

定すること。 
【課題２の解消】 

地域住民に対して設置者が行う事業計画を周知する具体的な方法を規定す

ること。 
 

こうした改正により、設置者及び地域住民にとって合意形成手続の透明性が向上

し、併せて、新たな手続きにより、設置者と地域住民の合意のもと生活環境に十分

配慮した施設が設置され産業廃棄物の適正処理の推進に寄与することが期待でき

ると考えています。 
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合意形成のあり方に関する論点と考え方 

 
【論点一覧】 
１．具体的な改正事項について 

（１）合意形成を図る方法の追加について 

・指導要綱に合意形成を図る方法として位置付けていた同意制度を基本と

する手続きである“個別的合意形成手続”を整理し、かつ、施設の設置

に伴い生ずるおそれのある生活環境保全上の支障に関し設置者と地域住

民がコミュニケーションを図りながら相互理解を促進する手続きである

“集団的合意形成手続”を合意形成を図る方法として新たに定めてはど

うか。・・・Ｐ２ 
（２）事業計画の周知の強化について 

・設置者に事業計画の周知を図る具体的な方法を義務付けるとともに、説 

明会の開催を義務付けてはどうか。・・・Ｐ３ 
（３）合意形成を図る方法の義務付けについて 

・新たな計画地で事業を開始する設置者等については集団的合意形成手続

を実施することを義務付けてはどうか。・・・Ｐ５ 
（４）合意形成の対象者について 

・個別的合意形成手続、集団的合意形成手続の対象者はどうするのか。 
・・・Ｐ６ 

（５）合意形成の判断について 

・集団的合意形成の最終判断をするに際して、第三者機関への照会規定を

設けてはどうか。・・・Ｐ７ 
（６）県の関与について 

・各段階における県の関与はどうあるべきか。・・・Ｐ８ 
（７）条例の実効性の確保について 

・条例手続を行わない者への勧告、公表等に加え、廃棄物処理法に定める  

許可要件の解釈規定を条例に規定し、条例の実効性を確保することは可能   

か。・・・Ｐ９ 
 

２．その他、必要な事項 

・産廃条例の構成、指導要綱の位置づけをどうするのか。・・・Ｐ１１ 
・設置者等への周知はどうするのか。・・・Ｐ１１ 
・現行手続を行っている者に対する経過措置をどうするのか。 
・・・Ｐ１１ 

資料６－２ 
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１．具体的な改正事項について 

（１）合意形成を図る方法の追加について 

（考え方） 

現行の制度では合意形成を図る唯一の方法として同意制度を位置付けており、

地方自治法上の課題を指摘されているため、施設の設置に伴い生ずるおそれの

ある生活環境保全上の支障に関し設置者と地域住民がコミュニケーションを図

りながら相互理解を促進する新たな合意形成手続を定めます。 
一方、現行の同意制度については、昭和６３年より継続して行っており、施

設の稼働後に地域住民の反対運動等により施設が廃止に至った事例はありませ

ん。こうしたことから、同意制度のように個別に施設設置の意向を確認する方

法については、本県の合意形成を図る方法として定着していると考えられます。

また、事業を継続している既存の設置者については既に地域住民との一定の合

意形成が図られているものと考えられ、こうした個別に意向を確認する方法に

ついては、今後も合意形成を図る有効な方法として期待できるものと考えてい

ます。 
（検討案） 

以下の①又は②の手続きを設置者に対して義務付ける。 

①環境アセスメント制度に準じた手続きを行う方法による合意形成を図る方法

（集団的合意形成手続）について、新たに合意形成を図る方法に位置づける。 
②現行の同意制度に準じた個別に施設設置の意向を確認する方法を（個別的合

意形成手続）として位置付ける。 

 
図 合意形成手続の追加  

指導要綱に合意形成を図る方法として位置付けていた同意制度を基本とする

手続きである“個別的合意形成手続”を整理し、かつ、施設の設置に伴い生

ずるおそれのある生活環境保全上の支障に関し設置者と地域住民がコミュニ

ケーションを図りながら相互理解を促進する手続きである“集団的合意形成

手続”を合意形成を図る方法として新たに定めてはどうか。 
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（２）事業計画の周知の強化について 

（考え方） 

指導要綱では、同意取得に先立って、設置者による地域住民への事業計画の

周知を求めています。しかし、その方法については設置者に委ねており、場合

によっては十分な周知がなされていない可能性があります。 
周知とは、事業の概要、生活環境への影響やその対策方法等を根拠となる資

料を用いて説明することであり、この事業計画の周知は合意形成の根幹となる

ものです。指導要綱においても周知規定を設けているものの、より一層の強化

を図る必要があると考えています。 
（検討案） 

①設置者には事業計画書の縦覧及び説明会の実施、また、縦覧及び説明会の実

施に係る公告など周知を図る具体的な方法を義務付ける。 
②集団的合意形成手続は、説明会から意見書・見解書手続を一体として行うこ

とにより相互理解を醸成する環境アセスメント制度に準じた手続きを行う方法

であることから、集団的合意形成手続を行う者には説明会の開催を義務付ける。 
③個別的合意形成手続を選択できる既存の設置者（１．（３）で整理）は、説明

会の開催に代えて現行の指導要綱の同意取得時に実施されている個別の説明に

より事業計画の周知を図ることを可とする。 

 
図 具体的な周知方法の義務付け 

  

設置者に事業計画の周知を図る具体的な方法を義務付けるとともに、説明会

の開催を義務付けてはどうか。 
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＜参考＞ 他県の状況 

事前手続に係る条例を制定している三重県を除く１４の道府県（北海道、岩手県、宮城県、

茨城県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、福岡県、

大分県）における、規定の状況は以下のとおり。 

①縦覧（閲覧）規定の有無：事業者が実施する縦覧（閲覧）に係る規定を設けている自治

体は、下表の左欄のとおり。 

縦覧（閲覧）の規定あり 縦覧（閲覧）の規定なし 

茨城県、長野県、岐阜県、京都府、大阪府、

兵庫県、鳥取県、 

北海道、岩手県、宮城県、静岡県、愛知県、

福岡県、大分県 

②説明会開催規定の有無：いずれの自治体においても、説明会の開催に係る規定が設けら

れている。岩手県、宮城県においては、個別の説明でも可としている。 
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（３）合意形成を図る方法の義務付けについて 

（考え方） 

新たな計画地で事業を開始する設置者が合意形成を図るには、地元自治会や

地域住民との関係を醸成することから開始する必要があるため、集団的合意形

成手続で義務付ける環境アセスメントに準じた方法（説明会の開催や意見書と

見解書のやり取り）を通じて十分なコミュニケーションを図る必要があります。 
一方、既に継続して事業を行っている設置者が同じ土地で別の事業を開始す

る場合は、これまでその土地で事業を実施してきた中で地元との関係を醸成し

てきていることから、一定の要件を満たす場合に限り、その関係性の中で個別

に施設設置の意向を確認する個別的合意形成手続を選択することができること

とします。 
（検討案） 

①新たな計画地で事業を開始する設置者については、集団的合意形成手続を義

務付ける。 
②既に継続して事業を行っている土地で別の事業を開始する設置者については、

集団的合意形成手続又は個別的合意形成手続（一定の要件を満たす場合に限る。）

を選択して実施する。 
③一定の要件を満たす場合とは、合意形成の対象者の範囲が変わらない場合と

する（１．（４）を参照）。 
  

新たな計画地で事業を開始する設置者等については集団的合意形成手続を実

施することを義務付けてはどうか。 
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（４）合意形成の対象者について 

（考え方） 

現行の同意制度では、設置する施設に応じて、事業計画地の隣接地所有者、

周辺居住者等、水利権者等を合意形成の対象としています。現行の同意制度は

一定の効果が確認されていること、また、両手続ともに目的は同一であり、周

辺地域の合意形成の度合いは両手続で同程度であることを想定するものであり、

原則として両手続の対象者は同一とすべきと考えています。 
（検討案） 

①現行の同意制度の現在までの運用実績にかんがみ改正条例における合意形成

手続の対象者は現行と同様とする。 
②個別的合意形成手続と集団的合意形成手続の対象者は同一とする。 
③説明会を実施する際には、対象者が所属する自治会等関係者の出席について

は排除しないよう努める必要がある。 
 

 

 

 

＜対象者＞ 

① 隣接地所有者 

② 周辺居住者等 

③ 水利権者等 

 

 

 

 

図 合意形成手続の対象者 

 
 
  

個別的合意形成手続、集団的合意形成手続の対象者はどうするのか。 
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（５）合意形成の判断について 

（考え方） 

合意形成とは、「施設の設置に伴い生ずるおそれのある生活環境保全上の支障

に関して、その計画段階から一連の手続き等を行うことにより設置者と地域住

民に当該事項に関しての相互理解が醸成されること」です。一連の手続きを終

了する判断については本県が行う必要があり、判断にあたっては許可権者であ

る本県以外の第三者の意見を踏まえたうえで判断することができる規定が必要

と考えています。なお、個別的合意形成手続における合意形成の最終判断につ

いては、原則として現行の同意取得割合で判断します。 
現行の同意取得割合 

隣接地所有者 全員 
周辺居住者等 総数の 4/5 以上 
水利権者等 全員 

（検討案） 

生活環境保全上の支障及びその対策等について、第三者機関に諮問（意見照

会）できる制度を設ける。 

 
図 合意形成の判断フロー 

＜参考＞ 他県の状況 

上記１４の道府県における規定の有無は以下のとおり。 

第三者への照会規定の有無：事前手続時に第三者への照会に係る規定を設けている自治体

は、下表の左欄のとおり。 

第三者への照会規定あり 第三者への照会規定なし 

岩手県、岐阜県、京都府、大阪府、鳥取県、

福岡県 
北海道、宮城県、茨城県、長野県、静岡県、

愛知県、兵庫県、大分県 

集団的合意形成の最終判断をするに際して、第三者機関への照会規定を設け

ではどうか。 
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（６）県の関与について 

（考え方） 

合意形成は一義的には設置者と地域住民の問題ですが、現在においても産業

廃棄物処理施設への忌避感が払しょくされていない状況をかんがみると、許可

権者である本県が合意形成を図る手続きに一定関与することで、手続きの透明

性を向上させ、設置者と地域住民の相互理解を促進する必要があります。少な

くとも現在の指導要綱における本県の役割が後退しない制度とすべきと考えて

います。 
（検討案） 

具体的には、新たな本県の関与として次の事項が考えられる。 
①指導要綱では事業者にその方法及び実施を委ねている事業計画の周知につい

て、手続きの状況等を県のホームページに掲載するなど周知を行うこと。 
②集団的合意形成手続について、手続きを終了する判断を県が行うこと。 
③手続きの終了段階で県のホームページに掲載すること。 
 
  

各段階における県の関与はどうあるべきか。 
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（７）条例の実効性の確保について 

（考え方） 

条例手続を行わないまま、廃棄物処理法の施設設置許可申請や処理業許可申

請を行う者に対して、条例の実効性を確保する方法が必要と考えています。 
条例の実効性を確保するうえで、勧告、公表等の規定と併せて廃棄物処理法

上の許可条件（欠格要件等）にかかる解釈規定を設ける必要性を検討していま

すが、条例にこうした規定を設けることは可能か検討する必要があると考えて

います。 

（検討案） 

①勧告、公表等の規定を設ける。 
②条例手続を行わないで廃棄物処理法の申請を行った者を欠格要件である「お

それ条項」該当者とする規定や「環境適正配慮」が行われていない者とする

規定を設ける。 

 
＜参考＞ 他県の状況 

上記１４の道府県における規定の有無は以下のとおり。 

勧告、公表規定の有無：事前手続時に第三者への照会に係る規定を設けている自治体は、

下表の左欄のとおり。 

勧告、公表規定あり 勧告、公表規定なし 

岩手県、宮城県、長野県、岐阜県、静岡県、京都府、

大阪府、兵庫県、鳥取県、福岡県、大分県 
北海道、茨城県、愛知県、 

 

上記１４の道府県のうち、廃棄物処理法に定める許可要件の解釈規定を条例に規定する自

治体は３自治体ある。 

 廃棄物処理法の規定 その他許可の制限に係る規定 

岐阜県 環境適正配慮 
業許可への許可条件（条例手続終了通知を

受ける旨）の付与 

京都府 環境適正配慮、おそれ条項 ― 

鳥取県 環境適正配慮 
業許可への許可条件（条例手続終了通知を

受ける旨）の付与 

 
 

  

条例手続を行わない者への勧告、公表等に加え、廃棄物処理法に定める許可

要件の解釈規定を条例に規定し、条例の実効性を確保することは可能か。 

 



10 
 

＜参考＞「おそれ条項」及び「環境適正配慮」について 

（産業廃棄物処理業） 

廃棄物処理法第 14条第 1項若しくは第 6項、第 14条の 2第 1項、第 14条の 4第 1項若

しくは第 6項、第 14条の 5第 1項の業許可における要件は、申請者が基準に適合する施設

及び能力を有し、かつ、欠格要件に該当しない場合 であり、施行通知において、その場合、

「必ず許可をしなければならないものと解されており、法の定める要件に適合する場合に

おいても、なお都道府県知事に対して、許可を与えるか否かについての裁量権を与えるも

のではないこと。※」とされている。 

また、欠格要件の中で「法第 14 条第 5項第 2号イ及び第 10項第 2号並びに法第 14条の

4第 5項第 2号及び第 10項第 2号による法第 7条第 5項第 4号トの規定（以下「おそれ条

項」という。）は、施行通知の中で法第 7 条第 5 項第 4 号イからヘまで及び法第 14 条第 5

項第 2号ロからへまでのいずれにも該当しないが、申請者の資質及び社会的信用の面から、

将来、その業務に関して不正又は不誠実な行為をすることが相当程度の蓋然性をもって予

想され、業務の適切な運営を期待できないことが明らかである者について、許可をしては

ならないとの趣旨であること。※」とされている。 

※括弧内は「平成 30年３月 30日付環循規発第 18033029号」を参照 

 

（産業廃棄物処理施設） 

廃棄物処理法第 15 条第 1 項、第 15 条の 2 の 6 第 1 項の施設許可における要件は、設置

に関する計画が構造基準に適合していること、欠格要件に該当しないことに加え、「…第

15 条の 2 第 1 項第 2 号の規定に基づき、設置に関する計画及び維持管理に関する計画が周

辺地域の生活環境の保全について適正な配慮がなされたものであるか否か科学的な判断を

生活環境の保全上の観点から審査すること※」とある。 

また、「その際には、申請書や添付された生活環境影響調査書をもとに、環境基準の達成

状況など地域の生活環壌に係る実情に配慮すること。生活環境の保全に適正な配慮が行わ

れているかどうかについては、個々の施設ごとの判断となるが、例えば、大気汚染防止法

（昭和 43 年法律第 97 号）等公害防止関係法令による基準が定められている項目について

はく少なくとも当該基準を満たす数値となっていることが必要であること。また、その運

用に当たっては環境保全部局と密接に連携を図りながら対処すること。※」とある。 

※括弧内は「平成 10年 5月 7日付衛環第 37号」を参照 
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２．その他、必要な事項 

（考え方） 

現行の条例第１６条では「別に定める」とし、合意形成に係る手続きを含め

一連の手続きを指導要綱に委任しています。現行の指導要綱では、合意形成以

外の主な項目としては、建築基準法や消防法等の関係法令担当者による事前協

議会の規定や施設設置許可を要さない施設にかかる使用前検査規定などがあり

ます。こうした一連の「別に定める」規定の根拠を明確化し、手続きの透明性

の向上を図る必要があります。 

（検討案） 

①合意形成を図る手続きについては、原則、条例本則に規定する。 

②指導要綱に規定している合意形成以外の項目については、規定の改廃を整理

し、行政指導との位置づけを明確化したうえで必要な規定について引き続き指

導要綱に規定する。また、こうした規定は条例の委任を受けた「別に定める」

手続きではないことを明確化する。 

指導要綱の規定については、行政指導と位置づけ、行政指導に基づく手続きが行われな

い場合は、廃棄物処理法の申請がなされた後に同様の内容の確認を事業者に求めること

になる。 

（考え方） 

改正条例の公布は、2020 年４月を予定しており、施行は同年７月を予定して

います。設置者等に対しては十分な周知が必要です。 

（検討案） 

改正の内容について、事前説明会の開催、周知文書の送付などを十分に行い

設置者等へ周知徹底を図る。 

（考え方） 

改正条例が施行される 2020年７月までに、既に現行の条例（指導要綱）の手

続きを行っている者については、不利益とならないような経過措置が必要であ

ると考えます。 

（検討案） 

現行の指導要綱の手続きを実施した（又は実施中の）者について改正後の条例

の規定を適用せず（又は一部適用せず）、現在の手続きとする経過措置が考えら

れる。 

産廃条例の構成、指導要綱の位置づけをどうするのか。 

 

設置者等への周知はどうするのか。 

 

現行手続を行っている者に対する経過措置をどうするのか。 

 









※網掛け部は、事務局にて実施

県議会への議案提出

改正条例の公布

改正条例の施行

第２回三重県環境審議会産業廃棄物条例部会
 ○関係団体からの意見聴取結果
 ○個別課題の論点整理

・合意形成手続の見直し（第１回部会の議論を反映）
・優良な産業廃棄物処理業者の育成
・建設系廃棄物の適正処理に係る配慮義務等
・その他

第３回三重県環境審議会産業廃棄物条例部会
 ○中間案のとりまとめ

三重県環境審議会
 ○最終案報告
 ○答申

2020（平成３２）年７月以降

今後のスケジュール（案）

2019（平成３１）年４月

2019（平成３１）年５月

2019（平成３１）年５月～６月

2019（平成３１）年７月

2019（平成３１）年９月

2019（平成３１）年１１月

2020（平成３２）年２月

2020（平成３２）年４月

関係団体への意見聴取

中間案パブリックコメント

第４回三重県環境審議会産業廃棄物条例部会
 ○パブリックコメント実施結果及び見解の整理
 ○最終案のとりまとめ
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